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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　統制局と前記統制局に位置登録要求を送信する無線移動局を有する通信システムにおい
て、
　前記統制局は、過去に位置登録された前記無線移動局から受信した前記位置登録要求を
確認して無線移動局間直接通信の待ち受けを間欠動作にする通知を送信し、
　前記無線移動局は、基地局通信とともに前記無線移動局間直接通信の待ち受けを行うと
き、前記通知に基づいて前記無線移動局間直接通信の待ち受けを間欠動作に切り替え、
　前記統制局は、
　前記無線移動局からの前記位置登録要求に応じて前記無線移動局の位置登録を行う基地
局と、
　過去に位置登録された前記無線移動局から受信した前記位置登録要求を検知して前記無
線移動局の位置登録状況を判断する位置登録検知部と、
　前記位置登録状況に基づき前記無線移動局間直接通信の待ち受けを間欠動作にする前記
通知を前記無線移動局に送信する通知送信部と、を有し、
　前記位置登録検知部は、過去に位置登録された前記無線移動局の前記位置登録状況を判
断し、
　前記通知送信部は、所定時間内に位置登録されていない前記無線移動局が存在する場合
、前記所定時間内に位置登録された前記無線移動局に前記通知を送信する、
　通信システム。
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【請求項２】
　無線移動局からの位置登録要求に応じて前記無線移動局の位置登録を行う基地局と、
　過去に位置登録された前記無線移動局から受信した前記位置登録要求を検知して前記無
線移動局の位置登録状況を判断する位置登録検知部と、
　前記位置登録状況に基づき無線移動局間直接通信の待ち受けを間欠動作にする通知を前
記無線移動局に送信する通知送信部と、を有し、
　前記位置登録検知部は、過去に位置登録された前記無線移動局の前記位置登録状況を判
断し、
　前記通知送信部は、所定時間内に位置登録されていない前記無線移動局が存在する場合
、前記所定時間内に位置登録された前記無線移動局に前記通知を送信する、
　統制局。
【請求項３】
　前記通知は、間欠待ち受け時間を指定し、
　前記無線移動局は、前記通知により指定された時間だけ前記無線移動局間直接通信を待
ち受けた後、基地局通信待ち受け期間になるまで受信動作を停止する、
　請求項２に記載の統制局。
【請求項４】
　無線移動局と通信する統制局の通信方法において、
　前記無線移動局からの位置登録要求に応じて前記無線移動局の位置登録を行い、
　過去に位置登録された前記無線移動局から受信した前記位置登録要求を検知して前記無
線移動局の位置登録状況を判断し、
　前記位置登録状況に基づき無線移動局間直接通信の待ち受けを間欠動作にする通知を前
記無線移動局に送信し、
　過去に位置登録された前記無線移動局の前記位置登録状況を判断し、
　所定時間内に位置登録されていない前記無線移動局が存在する場合、前記所定時間内に
位置登録された前記無線移動局に前記通知を送信する、
　通信方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、通信システム、統制局、無線移動局及び通信方法に関し、特に、基地局を経
由せず無線移動局間で直接通信を行う通信システム、統制局、無線移動局及び通信方法に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　市町村の防災無線に使用されるデジタル移動通信システムに関連する技術について、標
準規格ＡＲＩＢ　ＳＴＤ－Ｔ７９が制定されている。この規格には、デジタル移動通信シ
ステムの無線移動局が基地局を経由して行う通信方式や、デジタル移動通信システムの無
線移動局間の直接通信方式等が規定されている。
【０００３】
　例えば特許文献１、２に、デジタル移動通信システムの無線移動局が基地局を経由して
行うとともに無線移動局間の直接通信を行うデジタル方式無線システムが開示されている
。
【０００４】
　上記の標準規格によれば、無線移動局は、基地局からの着信を待ち受けするとき、間欠
的な受信制御動作をする。しかし、基地局を経由せずに直接通信する場合、無線移動局は
、直接通信の音声受信を受信した時に同期するため、直接通信の待ち受け状態では、受信
信号の同期検出のために、受信回路を間欠的に動作させることなく継続的に動作させる。
【０００５】
　また無線移動局は、基地局からの着信の待ち受けと直接通信の待ち受けの両方を同時に
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行う状態となることもある。基地局からの一斉通知チャネル（ＰＣＨ）は一定間隔で送信
されるので、無線移動局の受信回路を間欠的に動作させて同期をとることができている。
しかし、直接通信の待ち受け状態においては継続的な受信を行わなければならず、消費電
流が多くなる。特許文献１、２には、無線移動局間直接通信の待ち受け状態における受信
回路を間欠受信動作となるように制御することは開示されていない。
【０００６】
　この課題に対し特許文献３には、無線移動局間直接通信の待ち受け状態における受信回
路の間欠制御が開示されている。特許文献３に開示されているデジタル方式無線システム
は、無線移動局が基地局からの呼出情報（ＰＣＨ）を受信するため周期的に１フレーム待
ち受けた後に直接通信用制御チャネルで５フレーム待ち受け、その他の１２フレームは、
スリープ状態とする。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開平０９－２９８７７１号公報
【特許文献２】特開２０１０－２８３５５７号公報
【特許文献３】特開２００３－１１１１３９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら特許文献３の発信無線移動局は、基地局からの呼出情報（ＰＣＨ）を受信
するための１フレームの待ち受け期間を基準に直接通信用制御チャネルを５フレーム待ち
受ける。特許文献３に開示された構成では、呼出情報（ＰＣＨ）を受信するための１フレ
ームの待ち受け期間を基準としているため、位置登録をしていない無線移動局は、他の無
線移動局と同じタイミングで無線移動局間直接通信できず、また統制局により直接通信の
待ち受け動作を制御することができない。
【０００９】
　本発明の目的は、統制局により無線移動局における無線移動局間直接通信の待ち受け動
作を制御することができるデジタル移動通信システム、統制局、無線移動局及びデジタル
移動通信方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の一側面による通信システムは、統制局と前記統制局に位置登録要求を送信する
無線移動局を有する通信システムであって、前記統制局は、過去に位置登録された前記無
線移動局から受信した前記位置登録要求を確認して無線移動局間直接通信の待ち受けを間
欠動作にする通知を送信し、前記無線移動局は、基地局通信とともに前記無線移動局間直
接通信の待ち受けを行うとき、前記通知に基づいて前記無線移動局間直接通信の待ち受け
を間欠動作に切り替える。
【００１１】
　本発明の他の側面による統制局は、無線移動局からの位置登録要求に応じて前記無線移
動局の位置登録を行う基地局と、過去に位置登録された前記無線移動局から受信した位置
登録要求を検知して前記無線移動局の位置登録状況を判断する位置登録検知部と、前記位
置登録状況に基づき無線移動局間直接通信の待ち受けを間欠動作にする通知を前記無線移
動局に送信する通知送信部とを有している。
【００１２】
　本発明の他の側面による無線移動局は、統制局に位置登録要求を送信する位置登録要求
部と、基地局通信とともに無線移動局間直接通信の待ち受けを開始したときは前記無線移
動局間直接通信の待ち受けを継続動作とし、統制局からの通知に基づいて前記無線移動局
間直接通信の待ち受けを間欠動作に切り替える間欠待ち受け動作制御部とを有している。
【００１３】
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　本発明の他の側面による通信方法は、無線移動局と通信する統制局の通信方法であって
、前記無線移動局からの位置登録要求に応じて前記無線移動局の位置登録を行い、過去に
位置登録された前記無線移動局から受信した位置登録要求を検知して前記無線移動局の位
置登録状況を判断し、前記位置登録状況に基づき無線移動局間直接通信の待ち受けを間欠
動作にする通知を前記無線移動局に送信する。
【００１４】
　本発明の他の側面による通信方法は、統制局と通信する無線移動局の通信方法において
、前記統制局に位置登録要求を送信し、基地局通信とともに無線移動局間直接通信の待ち
受けを開始したときは前記無線移動局間直接通信の待ち受けを継続動作とし、統制局から
の通知に基づいて前記無線移動局間直接通信の待ち受けを間欠動作に切り替える。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、統制局により無線移動局における無線移動局間直接通信の待ち受け動
作を制御することができる通信システム、統制局、無線移動局及び通信方法を提供するこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】図１は、第１の実施形態のデジタル移動通信システムの概略構成を示すブロック
図である。
【図２】図２は、ＤＵＡＬ待ち受けモードが開始されたときの図１の無線移動局の待ち受
け動作を示す図である。
【図３】図３は、統制局からの通知を受信したときの図１の無線移動局における無線移動
局の待ち受け動作を示す図である。
【図４】図４は、図１の待ち受け動作の切り替えを示すフローチャートである。
【図５】図５は、第２の実施形態のデジタル移動通信システムの構成を示すブロック図で
ある。
【図６】図６は、第３の実施形態のデジタル移動通信システムの待ち受け動作の切り替え
を示すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
＜第一実施形態＞
　以下、本発明の第一実施形態によるデジタル移動通信システムを、図面を参照して説明
する。図１は第１の実施形態のデジタル移動通信システム１の構成を示すブロック図であ
る。図１に示すようにデジタル移動通信システム１は、統制局１０と、統制局１０に位置
登録要求を送信する複数の無線移動局２０を備えている。無線移動局２０は、統制局１０
に備えられた基地局（図示せず）と通信する。また無線移動局２０は、無線移動局間で直
接通信を行うこともできる。
【００１８】
　無線移動局２０が基地局通信の待ち受けとともに他の無線移動局２０からの直接通信の
待ち受けを行うモードは、ＤＵＡＬ待ち受けモードともいう。図２は、ＤＵＡＬ待ち受け
モードが開始されたときの図１の無線移動局の待ち受け動作を示す図である。ＤＵＡＬ待
ち受けモードが開始されたとき、無線移動局２０は、図２に示すように、基地局通信の待
ち受けと無線移動局間直接通信の待ち受けを継続的に繰り返す。この時点では、無線移動
局２０は、無線部２２の受信回路を継続的に動作させる。
【００１９】
　統制局１０は、過去に位置登録された無線移動局２０から受信した位置登録要求を確認
して無線移動局２０間の直接通信の待ち受けを間欠動作にする通知を送信する。
【００２０】
　図３は、統制局からの通知を受信したときの図１の無線移動局における無線移動局の待
ち受け動作を示す図である。無線移動局２０は、統制局１０から送信された、無線移動局
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２０間の直接通信の待ち受けを間欠動作にする通知に基づいて、図３に示すように無線移
動局間直接通信の待ち受けを間欠的な動作に切り替える。
【００２１】
　次に、本実施形態のデジタル移動通信システムの動作について説明する。
【００２２】
　図４は、図１の無線移動局間直接通信の待ち受け動作の切り替えを示すフローチャート
である。図４に示すように、無線移動局２０は、統制局１０からの通知に基づいて直接通
信の着信を受けるための待ち受けを、継続的な動作から間欠的な動作に切り替える。
【００２３】
　まず統制局１０に備えられた基地局からの報知情報を無線移動局１０が受信すると無線
移動局２０が位置登録要求を基地局に送信する（Ｓ２００）。
【００２４】
　統制局１０は、無線移動局２０から位置登録要求を受信すると無線移動局２０の位置登
録を行う（Ｓ２０１）。無線移動局２０は、基地局が位置登録を行って無線移動局に送信
する位置登録応答を受信すると、無線移動局２０の受信回路を基地局からの一斉通知チャ
ネル（ＰＣＨ）が通知されるタイミングのみ動作させる。
【００２５】
　ここで操作者が、他の無線移動局２０との直接通信の待ち受けも可能にするために、操
作部を操作すると、無線移動局２０は、基地局の待ち受けとともに直接通信の待ち受けを
行うＤＵＡＬ待ち受けモードに待ち受け動作を変更する（Ｓ２０２）。この状態では、図
２に示すように無線移動局２０は基地局着信のための待ち受けと直接通信のための待ち受
けを切り替えて繰り返し行い、無線移動局２０は、無線部２２の受信回路を継続的に動作
させる。
【００２６】
　統制局１０は、管理するすべての無線移動局２０の位置登録が完了したと判断すると（
Ｓ２０３）、共通アクセスチャネル（ＣＡＣ）等を用いて、すべての無線移動局２０に、
直接通信待ち受け動作を時間Ｔの間欠的な動作とする通知を行う（Ｓ２０４）。
【００２７】
　無線移動局２０は、統制局１０からの通知を受信すると、直接通信待ち受け動作を時間
Ｔの間欠的な動作に切り替える。この状態では、図３に示すように、一斉通知チャネル（
ＰＣＨ）が通知される一定間隔のタイミングを基準にして、直接通信の着信タイミングで
ある時間Ｔの間、受信回路を動作させ、直接通信を間欠的に受信する（Ｓ２０５）。
【００２８】
　ＤＵＡＬ待ち受けを行っている無線移動局２０が直接通信を行う場合は、直接通信の待
ち受けタイミングにあわせて、相手の端末に着信通知を行い、直接通信のネゴシエーショ
ンを開始する（Ｓ２０６）。
【００２９】
　以上、説明したように第１の実施形態によれば、統制局１０が無線移動局２０のすべて
が待ち受け状態に移行したことを検知して、無線移動局２０へ直接通信の待ち受け動作を
間欠受信動作に切り替える通知を行うことで、各無線移動局２０を間欠的に動作させる。
このような構成から、統制局１０により無線移動局２０の無線移動局間直接通信の間欠受
信動作を制御することが可能となる。
＜第２実施形態＞
　次に本発明の第２の実施形態によるデジタル移動通信システムを、図面を参照して説明
する。図５は第２の実施形態のデジタル移動通信システム２の構成を示すブロック図であ
る。図５に示すようにデジタル移動通信システム２は、統制局１０と、統制局１０に位置
登録要求を送信する無線移動局２０を備えている。なお図５には無線移動局２０は１つし
か図示していないが、デジタル移動通信システム２は、統制局１０と通信を行う複数の無
線移動局２０を含んでもよい。第２の実施形態の統制局１０及び無線移動局２０は、少な
くとも上記の第１の実施形態と同じ機能を備えている。
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【００３０】
　統制局１０は、基地局１１と、位置登録検知部１２と、通知送信部１３とを備えている
。無線移動局２０は、アンテナ２１と、無線部２２と、制御部２３と、音声処理部２４と
、レシーバー２５と、マイク２６と、操作部２７と、表示部２８を備えている。制御部２
３は、位置登録要求部２３１と、待ち受け動作制御部２３２を備えている。
【００３１】
　無線移動局１０は、制御部２３の制御により、無線部２２及びアンテナ２１を介して基
地局１１または別の無線移動局２０と通信を行う。
【００３２】
　無線部２２は、アンテナ２１にて受信した信号を復調して、復調された受信データを制
御部２３に出力する。
【００３３】
　制御部２３は、受信データを処理して音声信号を音声処理部２４に出力する。
【００３４】
　音声処理部２４は、音声信号をアナログ信号に変えてレシーバー２５より音声を出力す
る。
【００３５】
　またマイク２６より入力された音声は、音声処理部２４にて、デジタル信号に変換され
制御部に出力される。
【００３６】
　制御部２３は、そのデジタル信号を処理して送信データを生成し、無線部２２に出力す
る。
【００３７】
　無線部２２は、送信データを変調し規定の周波数の搬送波として増幅し、アンテナ２１
より送信を行う。
【００３８】
　制御部２３は、操作部２７を監視し、操作者の操作を検出し操作に基づく処理を行う。
【００３９】
　表示部２８は、制御部２３の制御により入力したデータを表示する。
【００４０】
　記憶部２９は、無線移動局２０を制御するプログラムやデータ保存等に使用される。
【００４１】
　本実施形態の動作について説明する。基地局１１が報知情報を送信すると、図４のステ
ップＳ２００のように無線移動局２０の位置登録要求部２３１は、位置登録要求を基地局
１１に送信する。基地局１１は、図４のステップＳ２０１のように無線移動局２０から受
信した位置登録要求に基づいて無線移動局２０の位置登録を行う。
【００４２】
　一方、無線移動局２０の待ち受け動作制御部２３２は、基地局１１に対して位置登録要
求を送信すると、基地局１１との通信を行う基地局通信待ち受けモードとなる。待ち受け
動作制御部２３２は、基地局通信待ち受けモードでは、無線部２２に、基地局１１からの
一斉通知チャネル（ＰＣＨ）による通知に同期するよう一定間隔で間欠的に動作させる。
すなわち待ち受け動作制御部２３２は、ＰＣＨによる通知に同期する一定期間、無線部２
２の受信回路を動作させ、その期間が終了すると次のＰＣＨによる通知に同期する一定期
間になるまで受信回路の動作を停止する。なお、基地局通信を待ち受ける一定期間は、例
えば報知情報に含められてもよいが、これに限らず、どのように定められてもよい。
【００４３】
　また基地局１１を介さずに他の無線移動局２０との間で直接通信する直接通信待ち受け
モードにおいては、同期信号がないため、制御部２３の待ち受け動作制御部２３２は、無
線部２２の受信回路を継続的に動作させる。
【００４４】
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　操作者が操作部２７を操作することにより、図４のステップＳ２０２のように基地局通
信と無線移動局間直接通信の待ち受けを同時に行うＤＵＡＬ待ち受けモードで動作するよ
う制御部２３が無線部２２を制御する。ＤＵＡＬ待ち受けモードが開始されたときは、制
御部２３の待ち受け動作制御部２３２は、基地局１１からの着信と他の無線移動局２０か
らの直接通信の双方を待ち受けるため、図２に示すように無線部２２の受信回路を、基地
局通信の待ち受けと、無線移動局間直接通信の待ち受けを繰り返し切り替える。すなわち
制御部２３の待ち受け動作制御部２３２は、ＤＵＡＬ待ち受けモードにおいては、ＰＣＨ
による通知に同期する一定期間を、無線部２２の受信回路が基地局からの電波を待ち受け
る基地局通信待ち受け期間とする。また、制御部２３の待ち受け動作制御部２３２は、基
地局通信待ち受け期間が終了すると次の基地局通信待ち受け期間になるまで他の無線移動
局２０からの直接通信の電波を待ち受ける無線移動局間通信待ち受け期間とする。この時
点では、制御部２３の待ち受け動作制御部２３２は、無線部２２の受信回路を継続的に動
作させる。
【００４５】
　統制局１０に備えられた位置登録検知部１２は、報知情報を送信してから所定の時間内
に無線移動局２０から受信した位置登録要求を検知する。位置登録検知部１２は、過去に
位置登録を行っている無線移動局２０から受信した位置登録要求を検知して無線移動局２
０の位置登録状況を判断する。
【００４６】
　位置登録検知部１２は、図４のステップＳ２０３のように過去に位置登録を行っている
すべての無線移動局２０を位置登録したか判断し、すべての無線移動局２０を位置登録し
ていた場合、図４のステップＳ２０４のように通知送信部１３に無線移動局２０に対して
無線移動局間直接通信の待ち受けを間欠動作にする通知を出力する。なお、位置登録検知
部１２は、この通知に間欠的な動作に関して指定する情報を含めてもよい。例えば、位置
登録検知部１２は、この通知に他の無線移動局２０からの直接通信の電波を待ち受ける間
欠待ち受け時間Ｔを指定する情報を含めてもよい。通知送信部１３は、今回新たに位置登
録を行った無線移動局２０及び過去に位置登録を行っているすべての無線移動局２０に対
し、位置登録検知部１２から出力された通知を送信する。
【００４７】
　無線移動局２０の待ち受け動作制御部２３２は、ＤＵＡＬ待ち受けモードにおいて、統
制局１０からの上記の通知を受信すると、図４のステップＳ２０５のように統制局１０か
らの通知に基づいて無線移動局間直接通信の待ち受けを図３に示すように間欠的な動作に
切り替える。すなわち、ＰＣＨによる通知に同期するタイミングで基地局通信待ち受け期
間とし、基地局通信待ち受け期間が終了すると統制局１０からの通知で指定される間欠待
ち受け時間Ｔの間は、他の無線移動局２０からの直接通信の電波を待ち受ける無線移動局
通信待ち受け期間とする。また無線移動局通信待ち受け期間が終了すると次の基地局通信
待ち受け期間になるまでの間は、無線部２２の受信回路の動作を停止する受信停止期間と
する。
【００４８】
　以上、説明したように本実施形態の通信システムによれば、第１の実施形態と同様な効
果が得られる。また無線移動局は、ＤＵＡＬ待ち受けモードが開始されたときは直接通信
の待ち受けを継続的な動作とし、統制局で位置登録状況を確認して送信される通知に基づ
いて直接通信の待ち受けを間欠動作にする。この構成により位置登録をしていない無線移
動局でも他の無線移動局と直接通信できるようになり、また無線移動局における消費電流
を抑えることができる。
＜第３実施形態＞
　次に、第３の実施形態のデジタル移動通信システムについて説明する。
【００４９】
　第１、第２の実施形態では、統制局１０が無線移動局２０のすべてが待ち受け状態に移
行したことを検知して、無線移動局２０へ通知することで、各無線移動局２０が間欠的に
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所定時間以上発生しない場合は、その無線移動局２０は電源ＯＦＦであると判断して対象
から外し、位置登録済の待ち受け状態の無線移動局２０に対してのみ、間欠動作へ移行す
る通知を行う点で第１、第２の実施形態と動作が異なる。
【００５０】
　図６は、第３の実施形態の待ち受け動作の切り替えを示すフローチャートである。
【００５１】
　本実施形態においては、図６に示すように、統制局１０は、過去に位置登録を行ったす
べての無線移動局から位置登録要求を受信したか検知して過去に位置登録を行ったすべて
の無線移動局を位置登録したか判断する（ステップＳ２０３）。位置登録がされていない
無線移動局があった場合は、所定時間経過しているか判断し（ステップＳ３０１）、所定
時間が経過していない場合はステップＳ２０３に戻る。所定時間が経過している場合は、
統制局１０は、位置登録を完了している無線移動局に対してのみ、共通アクセスチャネル
（ＣＡＣ）等を用いて、直接通信待ち受け動作を間欠的な動作に切り替える通知を送信す
る。
【００５２】
　本実施形態によれば、位置登録されている無線移動局に、車載機等の電源ＯＦＦになる
無線移動局が含まれていても、統制局からの通知を発生でき、無線移動局間通信の待ち受
け動作を、間欠的な動作に切り替えることが可能となる。
【００５３】
　以上、実施形態を参照して本願発明を説明したが、本願発明は上記実施形態に限定され
るものではない。本願発明の構成や詳細には、本願発明のスコープ内で当業者が理解し得
る様々な変更をすることができる。
【符号の説明】
【００５４】
　１、２　　デジタル移動通信システム
　１０　　統制局
　１１　　基地局
　１２　　位置登録検知部
　１３　　通知送信部
　２０　　無線移動局
　２１　　アンテナ
　２２　　無線部
　２３　　制御部
　２３１　　位置登録要求部
　２３２　　待ち受け動作制御部
　２４　　音声処理部
　２５　　レシーバー
　２６　　マイク
　２７　　操作部
　２８　　表示部
　２９　　記憶部
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